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平 成 ２ ９ 年 度 当 初 予 算 の ポ イ ン ト

Ⅰ 予算規模

１兆７，１８３億７３百万円

（対前年度 ▲１，６３６億円 ▲８．７％）

※除染基金積立▲1,114億円、災害復旧（復興分）▲358億円、ふくしま国際医療科学

センター整備▲72億円、ふくしま医療機器開発支援センター整備▲48億円 など

あらゆる方策を講じて財源を確保しながら、復興と地方創生を加速するため、

実効性のある予算として編成。

Ⅱ 歳 入

１ 県 税

県内景気は緩やかな回復傾向が続いているものの、先行きが不透明な海外

経済の影響などにより、法人事業税等の下振れが懸念されることから、前年

度より減少する見込み。

■ 県税全体の規模

２，２１１億７３百万円 対前年度 ▲７３億円 ▲３．２％

２ 地方交付税等

(1) 地方交付税

１，７４５億円 対前年度 ＋６８億円 ＋４．０％

(2) 臨時財政対策債

４１９億６４百万円 対前年度 ＋２７億円 ＋６．８％

(3) 実質的な地方交付税((1)＋(2))

２，１６４億６４百万円 対前年度 ＋９４億円 ＋４．６％

(4) 震災復興特別交付税

９０２億４０百万円 対前年度 ▲５億円 ▲０．５％

※ 東日本大震災からの復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等

を措置するため、通常の地方交付税(上記(1))とは別枠で確保。

■ 地方交付税全体の規模((1)＋(4))

２，６４７億４０百万円 対前年度 ＋６３億円 ＋２．４％

うち 復興・創生分 ８，７５０億３９百万円

（対前年度 ▲１，６３３億円 ▲１５．７％）
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３ 国庫支出金

除染基金積立のための補助金の減等により減額となる見込み。

■ 国庫支出金全体の規模

４，０２３億２９百万円 対前年度 ▲１，１３２億円 ▲２２．０％

４ 県 債

※ 全体の規模 １，３５９億５０百万円 対前年度 ▲５２億円 ▲３．７％

(1) 借換債を除いた県債の規模

１，１２８億１４百万円 対前年度 ＋２２億円 ＋２．０％

［県債依存度 ６．６％］

(2) 借換債及び臨時財政対策債（実質的な地方交付税）を除いた県債の規模

７０８億５０百万円 対前年度 ▲５億円 ▲０．７％

［県債依存度 ４．１％］

＜参考＞ 借換債 29年度 231億円（対前年度 ▲73億円）

臨時財政対策債 29年度 420億円（対前年度 ＋27億円）

(3) 県債残高

平成２９年度末見込み １兆４，９６４億円 対前年度 ＋２５３億円

平成２８年度末見込み １兆４，７１１億円（当初予算時点）

Ⅲ 歳 出

１ 義務的経費 ４，０６９億８２百万円

対前年度 ▲２２２億円 ▲５．２％

(1) 人 件 費 … 新陳代謝（職員の入れ替わり）による減少などにより

対前年度 ▲１８億円 ▲０．７％

(2) 扶 助 費 … 災害救助費の減少などにより

対前年度 ▲８７億円 ▲２０．４％

（間接扶助費を含めると

対前年度 ▲８３億円 ▲６．７％）

(3) 公 債 費 … 元金償還の減少などにより

対前年度 ▲１１７億円 ▲９．４％

（公債管理特別会計を含めた実質的な公債費の規模（借換分を除く）は

対前年度 ▲３０億円 ▲２．６％）
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２ 投資的経費 ３，７７６億２６百万円

対前年度 ▲４７４億円 ▲１１．１％

(1) 公共事業 … 災害復旧事業の減少などにより

対前年度 ▲３０６億円 ▲９．９％

※公共事業に準じる維持補修費を含めると▲８．８％

※公共事業費全体額 2,957億円

(2) そ の 他 … ふくしま国際医療科学センター整備事業の減少などにより

対前年度 ▲１６８億円 ▲１４．６％

３ 一般行政経費 ９，３３７億６５百万円

対前年度 ▲９４０億円 ▲９．１％

(1) 補助費等 … 中小企業等グループ補助事業の減少などにより

対前年度 ▲１２７億円 ▲２．３％

(2) 維持補修費 … 道路修繕の増加などにより

対前年度 ＋２３億円 ＋１０．７％

(3) そ の 他 … 除染対策基金積立事業の減少などにより

対前年度 ▲８３６億円 ▲１８．３％

Ⅳ 財源不足への対応

１ 財源不足額 １，１６０億円

東日本大震災及び原子力災害からの復興に係る多様かつ膨大な事業等

を実施するためには、１，１６０億円もの財源不足が見込まれる。

２ 財源確保の状況

〈復興・創生分〉 ７２９億円

(1) 歳入確保 （７２９億円）

①原子力災害等復興基金の活用（７１４億円）※うち寄附金分11億円

②復興事業への地方負担導入分に係る資金手当債の活用（１５億円）
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〈通常分〉 ４３１億円

(1) 歳入確保 （１０５億円）

①特定目的基金の活用（１６億円）

②県債の更なる活用（８９億円）

(2) 歳出抑制（事務事業の見直しなどによる） （▲１２億円）

(3) 繰越金の活用 （１５億円）

(4) 主要基金の取崩し （２９９億円）

※主要基金の実質的な平成２９年度末残高見込み：３２億円

Ⅴ 総合計画における主要事業

１ 人口減少・高齢化対策プロジェクト ４２１億円（１７７件）

２ 復興計画の重点プロジェクト

(１) 避難地域等復興加速化プロジェクト ５３０億円（ ４０件）

(２) 生活再建支援プロジェクト ７４８億円（ ３８件）

(３) 環境回復プロジェクト ２，４２７億円（ ３３件）

(４) 心身の健康を守るプロジェクト １５１億円（ ３４件）

(５) 子ども・若者育成プロジェクト １９０億円（ ８１件）

(６) 農林水産業再生プロジェクト ５４０億円（ ６９件）

(７) 中小企業等復興プロジェクト １，１６６億円（ ４３件）

(８) 新産業創造プロジェクト ３４７億円（ ２８件）

(９) 風評・風化対策プロジェクト １２８億円（ ６６件）

(10) 復興まちづくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

１，５６０億円（ ３７件）

合 計 ８，２０９億円（６４６件）

※うち再掲事業１，０９１億円（２０４件）含む。

（注）表示単位未満の端数は、記載区分毎に四捨五入している。


